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施設運営費ベンチマーキング調査

● 調査項目（平成17，18年度）

 人員数（学部・大学院学生数、教員・職員数）

 施設面積・棟数

 収益（経常収益、特別収益（寄付金、外部資金等））

 光熱水料等費（電気、ガス、水道、電話、その他）

 施設維持管理費（修繕、点検保守・運転監視、清掃、警備、
　        　　　　　　　　廃棄物処分，電話交換、緑地管理費）

● 調査対象大学

 中部地方14大学（私立6大学、公立2大学、国立6大学）

 旧帝国大学７国立大学

Ⅰ．エネルギー使用料ベンチマーキング
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大学ごと １人当り・1㎡当り光熱水料

・旧帝大や理系単科大で、1㎡・1人当たりの光熱水料費が大きい
・私立大学の方が、１人当たり光熱水料費が小さい

Ⅰ．エネルギー使用料ベンチマーキング
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大学ごと　1㎡当り光熱水料等費／維持管理費

 ・私立大学では、光熱水料等費＜維持管理費

 ・国公立大学は、光熱水料等費＞維持管理費

(円/㎡)

Ⅰ．エネルギー使用料ベンチマーキング
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団地クラスター分類

教員数 学生数

Ⅰ．エネルギー使用料ベンチマーキング
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団地ごと　1㎡当り電気料・給排水使用料

 ・文系型で光熱水料が小さく，理系では大きく，ばらつきも大きい
 ・研究実験活動の特殊性による光熱水料の差が大きい

Ⅰ．エネルギー使用料ベンチマーキング
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総合評価（ＭＮコストチャート）

 ・私学は全体として左下の象限にまとまっている傾向がある

 ・国公立大学はばらつきが多い

　私立大学　　 　　　　国公立大学　　

Ⅰ．エネルギー使用料ベンチマーキング
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総合評価

・私学の方が収益源泉が授業料を中心とした収入に依存しているため、市場の
影響が大きい。そのため、収益連動型の施策（収益対コスト）で対応している

　　　　　費用収益対応型ファシリティマネジメント戦略の構築
　　　　　（コスト削減と、戦略的な投資を連動させるしくみづくり）

・国公立大学は、運営費交付金に依存しており、予算会計による分散投資型の
施策でキャンパスを運営していることが分かる。このため施設運営費にばらつ

きがあり、方針が見えにくい。

　　　　費用支出統括管理型ファシリティマネジメント戦略の構築
     （部局分散型予算制度から統括的な資金計画ができるしくみづくり）

Ⅰ．エネルギー使用料ベンチマーキング
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名古屋大学環境方針

(1) 名古屋大学は,環境問題について正しく理解し適切に対処していくため,

　　人文・社会 ・自然科学のすべての分野で体系的な取り組みを行う。

(2) 名古屋大学は,学生に環境問題について正しく理解し考える力を身につ

　　けさせ,環境保全において率先して活躍できる人々を養成する。

(3) 名古屋大学は,環境に関わる大学の施策のあるべき姿を,教職員・学生

　　がともに考えていく。

(4) 名古屋大学は,自らが環境に及ぼす影響を客観的に把握し,環境負荷

　　削減のための総合的・体系的な対策を行う。

(5) 名古屋大学は,地域環境や地球環境における諸問題に積極的に関心を

　　持ち,地域社会に根ざすと同時に,国際社会とも連携しながら環境問題に

　　ついて考え,取り組んでいく。
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名古屋大学諸指標の変化（1990年=100とした数値の増減）

・CO２総量削減の必要性　　←京都議定書1990年比マイナス６％

・エネルギー使用量原単位の検討　←研究の活性化による使用量増大

※支出は、病院診療経費・施設整備関連経費を除く
※外部資金＝奨学寄付金+受託研究費+民間との共同研究


